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大阪府新型コロナウイルス感染症無料検査実施事業費補助金交付要領 

 

（趣旨） 

第１条 府は、新型コロナウイルス感染症が拡大傾向に転じた場合の患者の早期発見及び日常生

活や経済社会活動における感染リスクの引き下げを目的とし、新型インフルエンザ等対策特別

措置法（以下「特措法」という。）第 24 条第９項等に基づく知事の受検要請（以下「受検要請」

という。）に応じる者又は飲食、イベント、旅行（帰省を含む。）等の活動において、陰性の

検査結果が求められている者に無料で検査を実施するため、予算の範囲内において、第３条に

規定する補助対象事業者に対し、大阪府新型コロナウイルス感染症無料検査実施事業費補助金

（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付については、大阪府補助金交付規

則（昭和 45 年大阪府規則第 85 号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要領の

定めるところによる。 

 

（補助事業） 

第２条 補助対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、大阪府新型コロナウイルス感染

症無料検査事業実施要領（以下「実施要領」という。）に基づき実施する次に掲げる事業とす

る。 

（１）ワクチン検査パッケージ・対象者全員検査等定着促進事業（以下「定着促進事業」とい 

う。） 

ワクチン検査パッケージ制度・対象者全員検査等を利用するため必要な検査を無料で実施

する事業。なお、実施要領第４第２項第７号に定める事業所が実施する事業については、

府が別に指定する期間に実施したもの限る。 

（２）感染拡大傾向時の一般検査事業（以下「一般検査事業」という。） 

受検要請に応じて受検する検査を無料で実施する事業。 

 

（補助対象事業者） 

第３条 この補助金の交付の対象となる者は、実施要領に基づき、府より「新型コロナ検査実施

事業者」の登録を受けている者とする。 

 

（基準単価及び補助対象経費等） 

第４条 補助金交付の対象となる経費及びその補助額は、別表「補助金交付基準」により算出し 

 た額とする。なお、令和４年８月 28日までに実施した検査については別表１によるものとし、 

令和４年８月 29日以降に実施した検査については別表２によることとする。 

 

（補助金の交付の申請） 

第５条 規則第４条第１項による申請は、知事が定める事業実施期間に対する申請をその定める

日までに、インターネットを利用し、交付申請書兼実績報告書（様式第１号）（以下「既実施

分交付申請書」という。）又は交付申請書（様式第２号）（以下「未実施分交付申請書」とい

う。）及びその他知事が必要と認める書類を提出することにより行わなければならない。ただ

し、当該申請をしようとする者がインターネットを利用することが困難である場合にあっては、

次の書類を提出することにより、申請することができる。 

（１） 既実施分交付申請又は未実施分交付申請書 

（２） その他知事が必要と認める書類 

 

（補助金の交付の決定及び通知） 
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第６条 知事は、前条の規定による補助金の交付の申請があったときは、その内容を審査し、補

助金を交付することが適当と認めるときは、補助金の交付決定を行い、速やかに補助事業者に

対し通知するものとする。 

 

（経費配分の軽微な変更等） 

第７条 規則第６条第１項第１号の知事の定める軽微な変更は、補助事業に要する経費の 20 パー

セント以内の配分変更とする。 

２ 規則第６条第１項第２号の知事の定める軽微な変更は、補助事業に要する経費の 20 パーセン

ト以内の減額を伴う事業内容の変更とする。  

３ 規則第６条第１項第１号又は第２号に規定する知事の承認を受けようとする場合は、インタ

ーネットを利用することにより申請を行わなければならない。ただし、当該申請をしようとす

る者がインターネットを利用することが困難である場合にあっては、次の書類を提出すること

により、承認申請を行うことができる。 

（１） 経費配分（内容）変更承認申請書（様式第３号） 

（２） その他知事が必要と認める書類 

４ 規則第６条第１項第３号に規定する知事の承認を受けようとする場合は、インターネットを

利用することにより申請を行わなければならない。ただし、当該申請をしようとする者がイン

ターネットを利用することが困難である場合にあっては、中止（廃止）承認申請書（様式第４

号）を提出することにより、申請することができる。 

 

（規則第６条第２項の規定による条件） 

第８条 規則第６条第２項の規定により附する条件は、次に掲げる条件とする。 

（１）補助事業の遂行が困難となった場合には、速やかに知事に報告してその指示を受けなけれ

ばならない。 

（２）補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について明ら

かにした証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を補助事業の完了の日（補助事業の

中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後 10 年間

保管しておかなければならない。 

（３）補助事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者から寄附金等の資金の提供を

受けてはならない。 

（４）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事業の完了後において

も善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければならな

い。 

（５）補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方消費

税に係る仕入控除税額が確定した場合は、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書

（様式第５号）により速やかに知事に報告しなければならない。ただし、補助事業者が全国

的に事業を展開する組織の支部、支社、支所等であって、自ら消費税及び地方消費税の申告

を行わず、本部、本社、本所等で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の

課税売り上げ割合等の申告内容に基づき報告を行うこととする。 

  また、知事に報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の全

部又は一部は府に納付しなければならない。 

（６）補助事業を行うために締結する契約については、一般競争入札に付する等府が行う契約手

続の取扱いに準拠しなければならない。 

(７) 補助事業に係る書類について、知事の求めに応じてその職員に閲覧させ、又は開示しなけ

ればならない。 



3 

 

 

（申請の取下げ） 

第９条 補助金の交付の申請をした者は、規則第７条の規定による通知を受領した日から起算し

て 10日以内に限り、当該補助金の交付の申請を取り下げることができる。 

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定は、な

かったものとみなす。 

 

（実績報告） 

第 10 条 規則第 12 条の規定による報告は、補助事業の完了した日（補助事業の中止又は廃止の

承認を受けた場合は、当該承認を受けた日）の翌日から起算して 30 日以内の日又は補助事業の

完了した日の属する年度の翌年度の４月 10 日のいずれか早い日までに、インターネットを利用

することにより行わなければならない。ただし、第５条の規定により既実施分交付申請書の提

出があったときは、提出と同時に実績報告があったものとみなす。なお、当該報告をしようと

する者がインターネットを利用することが困難である場合にあっては、次の書類を郵送にて提

出することにより、報告することができる。 

（１） 無料検査実施事業費補助金実績報告書（様式第６号） 

（２） その他知事が必要と認める書類 

 

（補助金の額の確定及び通知） 

第 11 条 知事は、第 10 条による報告があった場合は、その内容を審査し、補助金の交付の決定

の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、補助金の額を確定し、速やかに補助事

業者に対し通知するものとする。 

 

（補助金の交付の決定と額の確定の同時実施） 

第 12 条 知事は、補助事業者から第５条の規定による既実施分交付申請書の提出があったときは、

第６条の規定による補助金の交付の決定及び通知並びに第 11 条の規定による補助金の額の確定及

び通知をあわせて行うものとする。 

 

（補助金の交付） 

第 13条 知事は、規則第 13条の規定による補助金の額の確定の後、当該補助金を交付する。 

 

（検査） 

第 14 条 知事は、補助金の適正な執行を図るため、必要と認めた時は補助事業者に対して、報告

又は関係書類の提出を求め、又はその職員に補助事業者の事務所、施設等に立ち入り、帳簿、

書類その他の物件等を検査させ、若しくは関係者に質問させることができ、補助事業者はこれ

に応じ、報告、関係書類等の提出若しくは職員への開示又は質問への回答等を行わなければな

らない。 

 

（交付決定の取消し等） 

第 15 条 知事は、次に掲げる事由に該当すると認める場合には、補助金の交付の決定の全部若し

くは一部を取り消すことができる。 

（１）補助事業者が、法令、規則、本要領、補助金の交付決定の内容、これに付した条件に違反

した場合 

（２）補助事業者が、補助金に関する手続き等において不正、怠慢、虚偽その他不適当な行為 

を行った場合 
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（３）その他規則第 15条第１項各号のいずれかに該当する場合 

２ 前項の規定は、交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用があるものとする。

ただし、補助事業者が補助対象事業について交付すべき補助金の額の確定があった後に規則第

２条第２号イからハまでのいずれかに該当することとなった場合を除く。 

３ 知事は、第１項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助事業の当

該取消しに係る部分に関し、既に補助事業者に補助金が交付されているときは、期限を定めて

その返還を命ずるものとする。 

４ 前項の規定により補助金の返還を命じられた補助事業者は、規則第 17 条の規定により加算

金及び延滞金を府に納付しなければならない。 

５ 知事は、補助金の交付の決定の取消しを決定したときは、速やかにその決定の内容及びこれ

に付した条件を補助事業者に通知するものとする。 

 

（他の補助金の一時停止等） 

 第 16 条 知事は、補助事業者が補助金の返還を命ぜられ、当該補助金、加算金又は延滞金の全部

又は一部 を納付しない場合において、その者に対して同種の事務又は事業について交付すべき

補助金があるときは、 相当の限度においてその交付を一時停止し、又は当該補助金と未納付額

とを相殺するものとする。 

 

（その他） 

第 17 条 この要領に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、知事が別途定める。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

この要領は、令和３年 12月 23日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要領は、令和４年６月１５日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要領は、令和４年８月 29日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要領は、令和４年 10月 25日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要領は、令和４年 12月 16日から施行する。 
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別表１「補助金交付基準」：令和４年８月 28日までに実施する検査 

 

補助金交付額は、次により算出するものとする。ただし、算出された額に 1,000円未満の端数 

が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

 

（１）第１欄に掲げる検査方法に応じて、第３欄に定める対象経費の実支出額から検査１件あた

りに要する費用（以下、「実単価」という）を算出する。なお、同一の検査方法であっても 

  複数の実単価が存在する場合は、それぞれ算出することとする。 

（２）（１）により算出された実単価と、第２欄に定める基準単価を比較して少ない方の額を選

定する。 

（３）（１）及び（２）により算出された額（選定単価）と、第４欄に定める加算額を合計した

額を補助単価とする。 

（４）（３）に掲げる補助単価に事業区分（定着促進事業又は一般検査事業）に応じた検査実施

件数を乗じて得た額の合計額を補助額とする。 

 

１ 検査方法 ２ 基準単価 ３ 対象経費（実単価） ４ 加算額（注１） 

ＰＣＲ検査等 

又は 

抗原定量検査 

検査１件あたり 

６，５００円 

検査１件あたりに要する検査

分析にかかる費用（外部委託

する場合は委託料に限る。） 
検査１件あたり 

３，０００円 

抗原定性検査 

検査１件あたり 

１，５００円 

（注２） 

検査１件あたりに要する検査

キット、検査試薬の購入にか

かる費用 

（注１）検査以外に要する各種経費（検体採取場所の運営費用等）にかかる補助。 
（注２）ただし、令和４年３月３１日以前に仕入れた検査キット、検査試薬を使用して検査を行

う場合は３，０００円とする。 
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別表２「補助金交付基準」：令和４年８月 29日以降に実施する検査 

  

 補助金交付額は、次により算出するものとする。ただし、算出された額に 1,000円未満の端数 

が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

 

（１）第１欄に掲げる検査方法に応じて、第３欄に定める対象経費の実支出額から検査１件あた

りに要する費用（以下、「実単価」という）を算出する。なお、同一の検査方法であっても 

  複数の実単価が存在する場合は、それぞれ算出することとする。 

（２）府が１ヵ月を目安に別に定める期間（以下、「指定期間」という）における、事業区分

（定着促進事業又は一般検査事業）に応じた検査方法別（複数の実単価が存在する場合は、

実単価ごと）の件数を算定する。 

（３）（１）で算出した実単価と第２欄に定める基準単価をそれぞれ比較し、低い方の額を選定

し、補助単価とする。なお、PCR等検査の基準単価の区分の判断については措定期間毎に行

うこととし、基礎となる検査件数については、次の算定式Ａのとおり算出することとする。 

【算定式Ａ】※小数点以下は切り捨てることとする。 

（ア）50件×指定期間における営業日数×指定期間における PCR等検査実施件数割合（※） 

（イ）（100 件×指定期間における営業日数×指定期間における PCR 等検査実施件数割合）−（ア） 

（ウ）指定期間における PCR等検査実施件数−（ア）−（イ） 

 ※PCR 等検査実施件数割合 

＝PCR 等検査実施件数の計/PCR 等検査と抗原定性検査実施件数の計（以下、「総件数とい

う。」） 

 ただし、定着促進事業と一般検査事業の合計件数を用いることとする。 

（４）PCR 等検査、抗原定性検査のそれぞれについて、（３）で算出した補助単価に検査件数（PCR 

  等検査については、指定期間及び補助単価の選定に用いた基準単価の区分（（ア）～（ウ））毎 

  に（３）の算定式Ａにより算出した件数を上限とすることとする。）を乗じて得た額と、第４欄 

  に定める加算単価に、総件数（指定期間及び単価区分（（ａ）～（ｃ））毎に、次の算定式Ｂを

用いて算出した件数を上限とする。）を乗じて得た額の合計額を補助額とする。 

 【算定式Ｂ】 

 （ａ）50 件×指定期間の営業日数 

 （ｂ）（100 件×指定期間の営業日数）−（ａ） 

 （ｃ）指定期間の総件数−（ａ）−（ｂ） 

 

１ 検査方法 ２ 基準単価（注１） ３ 対象経費（実単価） ４ 加算単価（注１） 

PCR 検査等、 

抗原定量検査 

（合せて「PCR 等検査」

という） 

（ア）１日 50 件まで 6,500 円 検査１件あたりに要する

検査分析にかかる費用

（外部委託する場合は委

託料に限る。） 

（a）1 日 50 件まで 2,500 円 
（イ）１日 51～100 件 5,000 円 

（ウ）１日 101 件以上 3,000 円 
（b）１日 51～100 件 1,800 円 

抗原定性検査 

１日の件数に係らず、1,500 円 

※ただし、令和４年３月 31 日以前

に仕入れた検査キット、検査試薬を

使用して検査を行う場合は 3,000円

とする。 

検査１件あたりに要する

検査キット、検査試薬の

購入にかかる費用 

（c）1 日 101 件以上 1,100 円 

（注１）基準単価及び加算単価の判断の基礎となる検査件数は、大阪府新型コロナウイルス感染
症無料検査事業実施要領第14に記載する受検者数等の報告数に準拠するものとする。 

   


